
④人口20万人以上の市・区（114団体）

策定済

策定中

今後策定（平成28年度中）

今後策定（時期未定・29年度以降）

策定しない

4 団体

38 団体

50 団体

22 団体

0 団体

平成28年度末
の策定見込

92 団体
（80.7%）

函館市
旭川市

青森市
八戸市

盛岡市

秋田市

山形市

長岡市
上越市

福島市
郡山市
いわき市

前橋市
高崎市
伊勢崎市
太田市

金沢市

富山市

長野市
松本市

宇都宮市

川越市
熊谷市
川口市
所沢市

春日部市
上尾市
草加市
越谷市

水戸市
つくば市

市川市
船橋市
松戸市

柏市
市原市

港区
新宿区
文京区
墨田区
江東区
品川区
目黒区
大田区

世田谷区
渋谷区
中野区
杉並区
豊島区
北区
荒川区
板橋区

練馬区
足立区
葛飾区
江戸川区
八王子市
府中市
調布市
町田市

横須賀市
平塚市
藤沢市

茅ヶ崎市
厚木市
大和市

沼津市
富士市

豊橋市
岡崎市
一宮市

春日井市
豊田市

岐阜市

福井市

津市
四日市市
鈴鹿市

大津市

奈良市

和歌山市

岸和田市
豊中市
吹田市
高槻市
枚方市

茨木市
八尾市
寝屋川市
東大阪市

姫路市
尼崎市
明石市
西宮市
伊丹市
加古川市
宝塚市

松江市
倉敷市

呉市
福山市

下関市

高松市

徳島市

高知市

松山市

大分市

久留米市

佐賀市

長崎市
佐世保市

宮崎市

鹿児島市

那覇市

114団体
（100%）

備考
○新たに策定していないが、同様の取組を行っている団体：目黒区、西宮市

（参考）優先的検討規程の策定状況(人口20万人以上の市・区)
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H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

（億円）（事業数）

実施方針公表件数（累計） 契約金額（累計）

事業数及び契約金額の推移（累計）

ＰＦＩ事業の実施状況

（平成28年3月31日現在）

（注１）事業数は、内閣府調査により実施方針の公表を把握している事業の数であり、サービス提供期間中に契約解除又は廃止した事業
及び実施方針公表以降に事業を断念しサービスの提供に及んでいない事業は含んでいない。

（注２）契約金額は、実施方針を公表した事業のうち、当該年度に公共負担額が決定した事業の当初契約金額を内閣府調査により把握しているものの
合計額であり、PPP/PFI推進アクションプラン（平成28年5月18日民間資金等活用事業推進会議決定）における事業規模と異なる指標である。

（注３）グラフ中の契約金額は、億円単位未満を四捨五入した数値。

H28.3.31現在の累計

事業数：527件
事業費：48,965億円
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ＰＰＰ/ＰＦＩアクションプランの事業規模目標の進捗状況①

①ＰＰＰ/ＰＦＩ事業の事業規模（平成27年度）
（内閣府推計値）

事業類型ごとの事業規模目標（H25～34年：10年間） H25年度 H26年度 H27年度
累計

（H25～27年）

類型Ⅰ 公共施設等運営権制度を活用したＰＦＩ事業
（コンセッション事業）

7 兆円 － 円
（－円）

0 兆円
（13億円）

5.1 兆円
（50,600億円）

5.1 兆円

（50,613億円）

類型Ⅱ 収益施設の併設・活用など事業収入等で費用を回
収するPPP/PFI事業（収益型事業）

5 兆円 0.4 兆円
（4,198億円）

0.3 兆円
（3,193億円）

0.9 兆円
（8,694億円）

1.6 兆円

（16,085億円）

類型Ⅲ 公的不動産の有効活用を図るPPP事業
（公的不動産利活用事業）

4 兆円 0.3 兆円
（3,450億円）

0.3 兆円
（2,513億円）

0.3 兆円
（2,676億円）

0.9 兆円

（8,639億円）

類型Ⅳ その他のPPP/PFI事業 5 兆円 0.6 兆円
（5,609億円）

0.5 兆円
（4,776億円）

0.5 兆円
（5,171億円）

1.6 兆円

（15,556億円）

合 計 21 兆円 1.3 兆円
（13,257億円）

1.0 兆円
（10,495億円）

6.7 兆円
（67,142億円）

9.1 兆円

（90,894億円）

・類型Ⅰ（コンセッション事業）は、3件（関西国際空港・大阪国際空港、仙台空港、国立女性会館）の契約が締結され、約5.1兆円の事業規
模となった。尚、関西国際空港・大阪国際空港の事業規模は約5.0兆円。

・類型Ⅱ（収益型事業）は約0.9兆円、類型Ⅲ（公的不動産利活用事業）は約0.3兆円及び類型Ⅳ（その他の事業）は0.5兆円の事業規模と
なった。

・尚、ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプランでは、事業規模目標期間内に、人口20万人以上の地方公共団体で類型Ⅱの事業について1件、類型
Ⅲの事業について平均２件程度の実施を目指すこととされている。平成27年度においては、類型Ⅱは21件、類型Ⅲは21件の事業が実
施された。 9



②ＰＰＰ/ＰＦＩ事業の歳出削減等効果（平成27年度）

類型Ⅰ コンセッション事業

類型Ⅱ 収益型事業

類型Ⅲ 公的不動産利活用事業

類型Ⅳ その他のPPP/PFI事業

合 計

（内閣府推計値）

・歳出削減効果：民間事業者による事業の実施によるコストダウン（VFM等）
・歳入増加効果：民間事業者による事業の実施に伴う租税収入（登録免許税等、法人税除く）や賃料収入（余剰地活用の対価等）
※尚、類型Ⅰコンセッション事業の運営権対価等は、歳入効果には含めていない

H25年度 H26年度 H27年度 累計
（H25～27年度）

― 0億円 7億円 7億円

63億円 6億円 148億円 217億円

1,071億円 66億円 732億円 1,869億円

― ― ― ―

1,134億円 72億円 888億円 2,094億円

H25年度 H26年度 H27年度 累計
（H25～27年度）

― 0億円 0億円 0億円

249億円 329億円 658億円 1,236 億円

165億円 246億円 100億円 511億円

610億円 466億円 396億円 1,472 億円

1,024億円 1,041億円 1,154億円 3,219億円

（１）歳出削減効果 （２）歳入増加効果

ＰＰＰ/ＰＦＩアクションプランの事業規模目標の進捗状況②

○PPP/PFI事業実施に伴う歳出削減等効果として、定量的な効果として試算可能なものを推計
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関西国際空港
大阪国際空港

平成26年7月に実施方針を公表。平成27年12月にｵﾘｯｸｽ、ｳﾞｧﾝｼ・ｴｱﾎﾟｰﾄｺﾝｿｰｼｱﾑの
新会社（SPC）と実施契約を締結。平成28年4月に事業を開始し、運営事業を実施中。

コンセッション事業の重点分野の進捗状況

空

港

仙台空港 平成26年4月に実施方針を公表。平成27年12月に東急前田豊通ｸﾞﾙｰﾌﾟの新会社（SPC）と
実施契約を締結。平成28年7月に事業を開始し、運営事業を実施中。

水
道奈良市水道 平成28年2月に実施方針の条例案を議会に提出。

大阪市下水道
平成27年2月に「大阪市下水道事業経営形態見直し基本方針（案）」を公表し
コンセッションの導入に向けた具体的な検討を開始。平成28年7月1日に新会社を設立。

下
水
道

愛知県道路公社

地方道路公社の有料道路事業へのコンセッション導入に向け、平成27年の通常国会
において特区法が改正。平成28年8月に前田ｸﾞﾙｰﾌﾟの新会社（ＳＰＣ）と実施契約を

締結。平成28年10月に事業を開始し、運営事業を実施中。

道
路

浜松市下水道 平成30年4月の事業開始に向け、平成28年5月に募集要項を公表。

但馬空港 平成27年1月に事業を開始し、運営事業を実施中。

高松空港 平成30年4月頃の事業開始に向け、平成28年9月に募集要項を公表。

７／６件

２／６件

４／６件

１／１件

大阪市水道 平成26年11月に実施方針案を公表（平成27年8月に改訂）。

奈良市下水道 平成28年2月に実施方針の条例案を議会に提出。

平成28年12月20日時点

三浦市下水道 平成28年12月に事業の調査審議を行う審議会を設置する条例が公布。

神戸空港 平成30年4月頃の事業開始に向け、平成28年10月に募集要項を公表。

静岡空港 平成31年4月頃の事業開始に向け、平成28年5月からマーケットサウンディングを実施。

福岡空港 平成31年4月頃の事業開始に向け、平成28年7月からマーケットサウンディングを実施。
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ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン見直しの考え方

１．趣旨

２．ＰＰＰ/ＰＦＩ推進に当たっての考え方
（１）基本的な考え方
（２）事業類型ごとの進め方

①公共施設等運営権制度を活用したＰＦＩ事業（類型Ⅰ）
②収益施設の併設・活用など事業収入等で費用を回収するＰＰＰ/

ＰＦＩ事業（類型Ⅱ）
③公的不動産の有効活用を図るＰＰＰ事業（類型Ⅲ）
④その他のＰＰＰ/ＰＦＩ事業（類型Ⅳ）

３．推進のための施策
（１）実効性のある優先的検討の推進
（２）地域プラットフォームを通じた案件形成の推進
（３）民間提案の積極的活用
（４）情報提供等の地方公共団体に対する支援
（５）株式会社民間資金等活用事業推進機構の活用
（６）その他

４．集中取組方針
（１）目標設定の考え方
（２）重点分野と目標

①空港、②水道、③下水道、④道路、⑤文教施設、
⑥公営住宅、⑦その他

５．事業規模目標
（１）目標設定の考え方
（２）目標

６．ＰＤＣＡサイクル

７．その他

PPP/PFI推進アクションプラン〈構成〉
平成28年５月18日 PFI推進会議決定

アクションプラン見直しの考え方

○見直し対象
・推進のための個別施策について、その進捗状況を踏
まえた上で、必要な施策を追加

・優先的検討部会、事業部会の議論を踏まえた施策の
追加

・その他推進施策について追加

○見直し対象
・経済財政諮問会議、未来投資会議、PPP/ PFI推進タ
スクフォースでの議論を踏まえて見直し
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アクションプラン改定のスケジュール

※アクションプラン改定案の作成に当たっては、経済財政諮問会議、未来投資会議、PPP/PFI推進タ
スクフォース等と連携を図る。

計画部会 PFI推進委員会

2月23日
（本日）

第5回計画部会

アクションプラン進捗状況の確認（関係省庁ヒアリング①）
※関係省庁宛アクションプラン進捗状況の調査票の発出（12月末）

3月14日
第6回計画部会
計画部会構成員からの御意見聴取

3月24日 第43回PFI推進委員会
計画部会中間報告、事業部会報告等

4月21日
第7回計画部会

アクションプラン推進施策の確認（関係省庁ヒアリング②）

5月12日
第8回計画部会
アクションプラン改定案の審議

5月25日
（予定）

第44回PFI推進委員会
計画部会報告（アクションプラン改定案の審議）
※その後、PFI推進会議にて、改定案の決定
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